
 
 
 
 

 

 

 平成 19年 住宅セーフティネット法制定 

   国による基本方針の策定、国や地方公共団体の責務等について定める。 

 

 平成 29年 10 月 改正住宅セーフティネット法施行 

  (1) セーフティネット住宅の 登録制度【実施済】 

  (2) 低額所得者に対する 家賃補助制度 【10月から入居者募集開始】 

(3) 居住支援協議会による入居支援※【10月５日設立総会】 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    全国的に登録戸数が伸び悩んでいるため、家賃補助制度の開始とともに、鉄道広告の実施等、

ＰＲを強化します。 

     ア 制度概要 

      (ｱ)  賃貸人が、住宅確保要配慮者の入居を拒まないセーフティネット住宅として空き室

等を横浜市に登録し、国がその住宅をホームページで公開（住宅確保要配慮者以外も入

居可能） 

        (ｲ) 登録の際は、住宅確保要配慮者の範囲（高齢者、低額所得者、障害者、子育て世帯、

被災者、ＤＶ被害者等）を定めることが可能 

イ 登録戸数 

   ５戸(平成 30年９月 21日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

        ９月 11 日から家賃補助付き住宅を募集（130 戸）しており、10月から順次入居者を募集

します。 

 

ア 補助の内容 

       (ｱ) 家賃：本来の家賃と入居者負担額の差額（最大４万円/月）を原則 10年間補助 

(ｲ) 家賃債務保証料：初回保証料について、最大６万円を補助 

イ 対象となる住宅  

(ｱ) 住宅の規模等 

            ・ 床面積が原則 25㎡以上であること（一部 18㎡に緩和あり。） 

・ 新耐震基準相当の耐震性を有すること 等 

          (ｲ) 入居の対象者 

・ 入居者の所得が月額 158,000円以下であること 

・ 市内在住又は在勤で持ち家がないこと 

・ 住宅扶助（生活保護法）等を受給していないこと 等 

         

 

 

 

          横浜市、不動産関係団体及び福祉団体等の連携 により、横浜市居住支援協議会を設立

し、住宅確保要配慮者が賃貸住宅に円滑に入居するための支援 を行います。 

 

ア 居住支援協議会 

          住宅セーフティネット法第 51条第１項に基づき、住宅確保要配慮者の円滑な入居の促

進に関する協議を行うため設置できる組織 

イ 主な取組 

(ｱ) 相談を受ける窓口の設置  

(ｲ) 住宅確保要配慮者の入居から退去までの支援 

(ｳ) 住宅確保要配慮者の範囲拡充等の検討 

      ※検討を踏まえ、横浜市賃貸住宅供給促進計画 

（正式版）を策定予定 

 

 

 

平成 30年 10月 横浜市居住支援協議会設立 

10月 家賃補助付きセーフティネット住宅の入居者募集開始 

※住宅確保要配慮者：高齢者、低額所得者、障害者、子育て世帯、被災者等 

新たな住宅セーフティネット制度について 

(2) 低額所得者に対する家賃補助制度 

(3) 居住支援協議会による入居支援 

建築・都市整備・道路委員会 

平成 30年９月 27日 

建  築  局 

 

(1) セーフティネット住宅の登録制度 

１ 住宅セーフティネット法関連のこれまでの動き 

 

２ 制度概要 

３ 今後のスケジュール 

※ 法改正に合わせ、地域の実情を踏まえたきめ細やかな支援を実施するため、市においても 
居住支援協議会を独自に設立することが望ましいと示されました。 

※ 
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